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合 意 と 目 的
一一 側生組織と公式組織理論の整合性一
日 中 求 之
主著か ら10年の後 に発刊 された 『組織 と管理』Dにお いてバーナー ドが新た
に展 開 した概念 はい くつか あるが,そ の うちの一つ として,側 生組織(lateral
organization)があげ られ る。主著 において は公式組織 は共通 目的 の実現のた
めに階層化された形態 しか考 え られてい なか ったが,こ の形態 の公式組織 を階
層組織 として分類 し直す と共 に,新 たに自由な合意 に基づ く水平的 な公式組織
の形態 として,側 生組織が導入されたのである。
しか しなが ら,側 生組織 を公式組織 に含めることによって,バ ーナー ドの公
式組織の理論その ものに一つ の歪みが持 ち込 まれ ることにな るのである。側生
組織 においては共通 目的が存在 しないか らである。固有 の目的を持たない公式
組織,目 的を共有 しない構成員による協働 システム とは,バ ーナー ドの主著の
段階における公式組織の理論か らすれぼ,あ きらか に公式組織 と呼べ るもので
はない。側生組織 とい う概念 は確か に実 りの多い概念であるこ とはいまさ ら言
うまで もない ことだが,し か し,そ れが公式組織の理論の中で は,座 りの悪い
ものにな っているのである。 そこで,こ の論 文で は,公 式組緯 の理論 に側生組
織 を持 ち込 む ことの問題 を確認 し,側 生組織 とい う概念 には らまれてい る可能
性 を論 じることにす る。側生組織 を公式組織の理論 に整合的 に組み込むこ とが
で きるのか,ま た何 が 見 えて くる のか を明 らか に しよ う。
1)C.1.Bamard,OrganizationandManagement,1948.飯野 春 柑 監 訳 ・ 日本 バ ー ナ ー ド協 会 訳
『組 織 と 管理 』,平 成2年 。 本 書 か らの 引 用 は翻 訳 に大 体 よ っ た が,訳 文 を変 更 さ せ て い た だ い た
場 合 もあ る 。(以 下0&Mと 略 す)
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1側 生組織の定義
まず,側 生組 織 の定 義 を確 認 して お こ う、,側生 組織 の概 念 が 明確 な形 で導 入
さ れ る の は 『組 織 と管 理』 第VI章 「世界 政 府 の計画 化 につ い て」(以 下 「世 界
政府 」 と略 記)で あ る。 そ の 中で バ ー ナー ドは公 式組 織 の 二つ の 一般 型 を定 義
す る として,次 の よ うに述 べ て い る。
公式 組 織 の 区別 す べ き2類 型 の うち,第 一 の もの は,相 互 理解,契 約,条
約 な どに よ る 自由 な合 意 に よ る組 織 で あ る。 その よ うな組織 を私 は 「側 生
組 織 」(lateralorganization)と呼 ぶ 。 第 二 の タ イ プ は 「垂 直 的 」 で,分
節 化 さ れ た体系 を もち,階 層 的(hierarchical)で,階級 的(scalar)であ
る。 こ の タ イ プに対 して 私 は通 常,「 階 層 的」(scalar)とい う語 を用 い
る21。
合意 による協働行為の システムが側生組織 と呼 ばれ るわ けだが,こ のような
システムは非権威主義 的であ って,統 合は水平的であ る。 さらに,形 態的な差
異だけでな く,根 本的な部分で側生組織は階層組織 との違い を持 っている。 そ
れは側生組織は組織 目的を持たない と言 う点であ る。
側生組織 は通常,短 期間だけ設定 され.、特定 目的 に限定 される。 こうした
目的は,合 意 の当事者たちの私的な ものであ って,合 意 によ って創立 され
た組織 に固有で はない。合意が 目的その ものになることはない。合意は 自
存す るので はな く,そ の当事者によって別 々に維持 され るのである3〕。
つ ま り,側 生組織 とは,共 通 目的の達成 のための協働で はな く,構 成員 の
個々が 自己の私的 目的を追及す るにあた って相手 を利用 し合 う,そ のよ うな公
2)!占鼠,p.150,150ベージ な お,scalarは本 来 な ら 「階 級 的 」 で 統 一 す る べ き だ が,組 織 形 態 を
さす と き に は 「階 層 組 織 」 とい う訳 が 定 着 して い る の で,こ れ に 従 った 。
3>緬 献 、p.151.150ペー ジ
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式組織 なのである。互いに自己の欲求充足の際 の手段 として他 者にかかわ り,
互い に手段 と して役立ち うる限 りにおいて協働が合意 されなされ るわ けで ある。
階層組織が 目的の一致に よる組織 ならば,側 生組織 は手段 の一致による組織で
あるとい うことがで きる。
この ような側生組 織の特徴 と して,内 的 な管理機構 を持 たない とい う点を
バーナー ドは強調 している。組織 目的が存在 しない以上,組 織 目的の達成 に向
けた行為の 目的一手段連鎖 を形成 ・維持する必要がないのであ り,こ のための
管理機能はまった く必要 とされない。組織 自体の維持 は,組 織 に外的な環境,
あるいは参加者個 人の道徳に依存す る。それゆえ,管 理機構 とい う間接費を必
要 としないため 「安上が り」であ るし,意 思決定 は行為者のみ によって,行 為
の具体 的な現場 において行なわ れるゆ えに,「自由な合意 による組 織の一般 シ
ステムは,階 層組織のそれよ りも,本 来的 にい っそ う柔軟で適応的一 システム
全体 としての適応性 はまった く事前 に計画で きないが 一と言えそ うで ある」㌔
階層組織 は組織 目的 を持ち合 目的にシステム化 され固有の管理機構 を持つがゆ
えに,長 期にわた って存続 しうる。一方の側生組織 は,管 理機構 を持 たないが
ゆえに,長 期 の存続は難 しい し,関 係が こじれて過度の競争や闘争 を生む危険
があ るが,他 方で関係 と行為の柔軟性を確保 しているのである。
「世界政府」 においてバーナー ドが側生組織の概念を導入 して示そ うとした
ことは,世 界政府 とい う公式組織 を構 成 しようとす る とき,合 目的安 定性 を
持 った階層組織 と、適応 的柔軟性 を持った側生組織 とい う二つ の形態 を考 える
ことがで きることであ り,さ らに合 目的安定性 と適応的柔軟性 とは トレー ドオ
フの関係であ って,環 境 の複雑 さが増すほ どこの トレー ドオフを真剣 に考慮 し
なければ ならない ことへの注意 の喚起であ った。
このよ うに側生組織の概念は世界政府 のあ り方を検討す る中で述べ られてい
る概念で はあるが,特 定 のテーマのためだけに提示された概念 と見 るべ きでは
ない。明 らか にバーナー ドは公式組織の新たな展開/拡 張 として側生組織 とい
4)ibid.,p.155.154ページ
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う概念 を導 入 した ので あ る。 この こ とは 『経 営者 の 役割』 日本 語 版序 文(1956
年)の 次 の言 葉か ら も明 らか で あ る。
1938年〔『経営者の役割』 出版〕 以来の私 の経験か らみ れば,当 時書 いた
ことにほ とん ど変更 を加 え る必要が ない と思われ る。 もっとも公式組織 に
おけるステイタス ・システ ムや私が側生組織 とよんだ もの に若干付言 して
もっ と明 らかにすべ きであ った㌔
さ らに,『組織 と管理』 の他の論文 において も,側 生組織 として は分類 され
て はいないが,実 質的に側生組織 である組織の分析がなされ,そ こで彼の組織
の理論 の拡張がなされてい る箇所がある。それは,第V章 「組織の概念」 にお
ける交換関係 の分析で ある。 この論文 において,単 純な経 済的交換 も協働であ
ること,組 織 にたいする顧客の関係 も公式組織 に含 まれる こと,を 述べてい る。
そ して,論 文末にま とめ られている 『経営者 の役割』の公式組織 の理論 の概念
的枠組 の リス トにおいて,次 の ように 『経営者 の役割』 の 自己批判 を行な って
いるのである。
まず,構 造概念 の公式組織 について 「公i式組織 第6,7章。そ こには,組 織
に対す る顧客の関係の見当が含まれていない という点で,大 きな欠点があ る」。
一方,動 態概 念の協働 について は 「協働 第3,4,5,16章。協働の一典型 と し
ての単純な経済的交換の場合 を含んでいない点で欠点を持つ」%
組織 と顧客の関係 は,両 者 は 目的 を共有せず,顧 客 の側 は私的 目的のみを追
及す るわ けであ るか ら,そ こに成立す る公式組織 は側生組織であ ると言え よう。
また,単 純 な交換 は 「取 り引 きを成立させ る合意,す なわ ち双方の行為の調整,
に基づ いている」7圏のだか ら,そ れは合意に基づ く公式組織,つ ま り側生組織
を形成す るのであ る。「世界 政府」 において も,交 換 を側生組織の最 も単純 な
5)C,1,Bamard,TheFunctionsoftheEzetutive,1938,山本 安 次 郎 ・田 杉 競 ・飯 野 春 樹 訳r新 訳
経 営 者 の 役 割 」,昭 和43年 。35ペ ーー ジ 。(以 下Functionsと 略 す)
6>O&Mpp.132-133133-134べ ・一 ジ
7)ゴ 占畝,p.116.117ペ ー ジ 強 調 は バ ー ナ ー ド。
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形 態 と位 置づ けて い る。 そ れ ゆ え,「組 織 の概 念」 にお け る公 式 組 織 と協働 に
関 す る 自己批 判 は,『経 営 者 の 役割 』 で は側 生 組 織 とい う公 式 組 織 につ い て述
べ てい ない点 を批 判 して い る こ とに な る。
この よ うに,「組織 の概 念 」 は,バ ー ナー ドが 側 生組 織 概 念 を形 成 しつ つ あ
る論 文 で あ る と位'置づ け る こ とが で きる。そ こで,こ の論 文 を検 討 し,側 生組
織 概 念 の 問題 点 を確 認 しよ う。
皿 側生組織概念の問題点
「組織の概念」 は,大 き く分 けて2つ の内容を持 った論文で ある。前半部分
においては,顧 客 の購買行為が売 り手の組織の一部であることを述べてあ り,
後半で は主著の主要概念 の整理 と,組織理論構 築に当たってのバーナー ドの認
識論が展開されている。すでに述べ たように,こ の後半 の主要概念の整理 にお
いて,彼 は自身の協働 と公式組織 の二つ の概 念に交換が含 まれ ていないことを
自己批判 している、,そして,論 文前半部分の顧客の行為 の分析 の部分は,ま さ
に この交換 を自己の組織 の理論で分析 してみせた ものになっているのであ る。
この分析を,バ ーナー ドが側生組織 を分析 した もの として見てい くことに しよ
う。
この分析 は,基 本的には,売 り手一買い手 関係が,主 著の第11章で展開 した
誘 因の経済の枠組み に当てはまるもので あることを検証 してい く屯のになって
いる。そのことによって,自 身の組織概念 に照 らすな らば,従 業員の活動 と,
買い物 を してい るときの顧客の活動が同一の組織 に対す る同等 の貢献であ ると
い うことを示すの'であ る。 この分析 のポイン トは,顧 客 とい う我 々が 日常 にお
いて売 り手の 「組織」 の 「外部」 に位置づ ける人々の行為 も,組織 を相互行為
のシステムとする と組織 の 「内部」 に位置づけ られ るこ とを示す ことにあ る。
つ ま り,日 常的に考えてい るよ り組織は拡が りを持ち,ま た,協 働 はそれだけ
複雑 な連関の もとに成立す るもので あることを示すのであ る。組織 は行為 ・相
互行為 によって構成された ものであって,人 によって構成 された もので はない。
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.それゆえ,人 か ら見れば外部である顧客 も,行 為 から見れば組織の内部であ っ
て,内 部 の協働 としての分析枠組(誘 因の経済)で 論 じることがで きるのだ。
これがバーナー ドの主張であ る。 この主張はすでに 『経営者の役割』 において
述べ られていた ものであるが呂1,それ をきちん と論証 したのが この論文である。
そして,組 織概 念 と誘因の経済の枠組みだけか らすれば,論 文の分析 を通 じて
この主張 は十分に確証 されている と言 えよう。
しか しなが ら,こ の分析 を通 じて,バ ーナー ドは一度 も,売 り手一 買い手 の
協働が公式組織 の要素 を満た してい るか どうか を論 じていない。あ くまで も売
り手一 買い手の協働が組織の定義 を満 たす ことをもって誘 因の経済の適用をお
こなってい るのである。この分析 には,目 的についての分析が抜 けている。 そ
して,目 的の観 点か ら,つ ま り協働 の成立は目的の共有を必要 とす るという観
点か ら分析 を行 なえば,顧 客は組織の一部で あるとす る主著で もすでに述べ ら
れていたバーナー ドの主張 は揺 らぐのであ る。
考 えてみればす ぐに分か ることだが,売 り手 と買い手は共通の 目的のために
関係 し相互作用をおこなうものではない。売 り手は売 り手 の組織 の 目的の為 に
組織人格 において行為するのに対 して,買 い手 は私的欲求 の充足 とい う個人的
な目的のために個人人格 として行為する。売 り手の 目的(・ 売上 の増大)と,
買い手の 目的(;商.品の購入〉が,と もに交換 とい う協働行為によって充足 さ
れるがゆえに,関 係 を結ぶので ある。顧客は購入 に当た って売 り手の組織の 目
的を共有 あるいは承認 している必要はまった くない。あ くまで も,交 換 とい う
協働が互 いの目的の充足の手段であ るがゆえに,協 働が行 なわれ るので あ.る。
目的,あ るいは人格の種類 において も,両 者 の間 には共通点がない。
さらに,顧 客 は売 り手組織の 目的を共有 しないのであ るか ら,顧 客 の行為が
組織 に貢献す る行為であるとい う行為 の意味づ け自体 にも問題が出て くる。商
8)Function∫,p.77.79ペー ジ で 次 の よ う に言 っ て い る 。 「組 織 力 の 証 拠 で あ る 行 為 に は,あ らゆ る
貢 献 の 行 為 や エ ネ ル ギ ー の収 受 が 含 まれ る か ら.商 品 を購 入 す る顧 客,原 材 料 の供 給 者,資 本 を
提 供 す る投 資 家 も ま た 貢 献 者 と な る 」。
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品の購買 とい う活動 は,確 か に売 り手の組織 か らすれば,そ の行為が なされな
ければ己の存続が危 うくなる,そ の行為が行 なわれることが己の存在意義 を確
認する,そ うした組織 の要 になる行為であ る。それゆえ,行 為の総体が システ
ムとして存続 しうるためには購買行為が欠かせない とい う意味 において,組織
に 「貢献す る」行為であると言 うこともで きるだろ う。 しか し,こ れは,あ く
まで,売 り手の組織か らの観点であ って,買 い手 の観点で はない し,ま してや,
販売 とい う協働その ものの持つ固有 の観 点による意味づ けで もない。バ ーナー
ドは具体 的に分析 に入 るに先だ って,「ビジネス行動 に関す る基礎 的な社 会学
的見地 においては,従 業員 の活動 と,買 い物を している ときの顧客 の活動は等
価 な要素 なのであ り,同 一の組織 に対す る同等 の貢 献であ る とい うこ とを示
す」のと述べてい るが,明 らか に顧客の活動 を組織 に 「貢献す る」活動す る意
味づけは,顧 客を売 り手組織 か ら意味づ けた もので あって,売 り手一 買い手の
協働(交 換)に 内在的な意味づ け,顧 客 によ って も共有 され るような組織 的な
意味づ けで はないのである。それゆえ,売 り手組織が顧客 とい う対象に対 して
行 な う戦略的意味づ け としてな らば まだ しも,「基礎的な社 会学的見地」か ら
の意味づ けとは言いが たい。 この ように,あ くまで も組織(協 働)に 目的が必
要 とす る限 り,交 換や売 り手 一買い手の取 り引 きを公式組織 の理論 の枠組みか
ら組織 として分析する ことには無理があ り,理論的な不整合 を生 じることにな
るので ある。
皿 側生組織は段階か類型か
側 生 組織 概 念 が公 式組 織 の 理論 に導 入 され た こ とよ って,バ ー ナ ー ドの公 式
組.織の理 論 はい っそ うの深 化 を とげ た と言 え るだ ろ う。 しか しなが ら,側 生 組
織概 念 を導 入 す る ことは,新 た な概 念 新た な視 点,新 た な対 象 を,単 に追加
す る とい うこ とだ けで は ない ので あ る。 その 導入 は公式 組織 の理 論 に一 つ の歪
み を もた ら し,公 式組 織 につ いて の新 た な再検 討 を要 求 す る こ とにな る。 この .
g>0&M,pp.118-119.119ページ
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歪み とは,公 式組織の"定 義"と"要 素"と の間に もた らされ る。組織 の定義
か らすれば公式組織 であ る側 生組織 が,組 織 目的を持 た ない ことによって,
『経営者 の役割』 において示された組織の要素を満た していないのであ る。
公式組織 とは 「二人以上の人々の意識 的に調整 された活動や諸力 の体系」】脚
であ る,と い う公式組織 の定義か らすれば,側 生組織 を公式組織 に含め るこ と
にはなんら問題 はない。側生組織概念は組織 の定義 とは整合的である。 しか し
なが ら,公 式組織 の成立条件 た る公式組織 の要素(elements)は,コ ミュニ
ケーシ ョン,貢 献意欲,共 通 目的,の3つ であ って,側 生組織 はこの要素 の う
ちの共通 目的を満 た していないのである。組織 の3要 素 は組織成立 にあた って
「必要に して十分な条件」k"である。 目的が公式組織 の必要条件であ る以上,こ
の主著の段階の公式組織 の理論に,そ のまま側生組織 を単純 に追加するわけに
はいかない。主著 の段 階において は,共 通 目的を欠 く 「組織」 とは,非公式組
織である とされ ていたのであ る。側生組織概念によって もた らされ るこの歪み
をどう解消す るべ きか。あるいは,歪 み をどのように解釈す るべ きか?
村 田晴夫氏は側生組織 を階層組織の萌芽的状態 の記述概念 とす ることによ っ
て,側 生組織 を公式組織 とすることが可能である と論 じている。村田氏は,側
生組織が公式組織 の定義を満 た しなが ら要素を満た していない点を確認 した上
で,非 公式組織か ら公式組織 ・階層組織が創 出されて くる過渡的状 態 として側
生組織 を位置づ けてい る。
人間の活性 が非公式組織 に媒介されて,整 合的な場 を形成す る。それ故 ,
側生組織が形成 され る始 ま りの時期,た とえば物 々交換 をす るべ く人と人
が出会 う時,に おいては,未 だ非公式組織の段階であろ う。 しか し,人 と




12)村 田 晴 夫r管 理 の 哲 学 』 昭 和59年 ..142ペー ジ 。
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目的を欠いた公式組織 ・側生組織を,目 的の存在 しない組織=非 公式組織か
ら共通 目的 を持 った公式組織への移行的形態 とす る,つ ま り,側 生組織 とは,
定義 は満た しは したが,未 だ要素 を満たすには至 っていない段階の組織形態で
あ るとされ るのであ る。 さらに,「概念枠組 としての公式組織 の一義性 と,現
実的存在 としてのそれの両義性 とが見 られる」131として,我 々が歪み と呼んだ
ものを,村 田氏 は科学 と現実の差異 として捉 えなお し,公 式組織理論が現実 に
おける管理の技 を志 向す る際に必然的 にはらまざるをえない ものである とされ
るので ある。
確か に,階 層組織 であ って も諸個 人間の合意を契機 に成立する ものである。
また,バ ー ナー ドは,人 を協働 関係 に誘引す るこ とと,誘 引された個人か ら活
動を引 き出す こととを,別 々の管理職能 と してい るか ら,組 織 を作 る協働 と組
織で行な う協働が種類が異なる協働であ って,前 者が側生組織で行なわれ,後
者が階層組織で行なわれ るとす る解釈が可能であ るように思われ る。つ ま り,
主著 の誘 因の経 済で述べ られていた,組 織が外部 の人間を組織へ と誘引す る取
り引 きとを,階 層組織への契機 をはらんだ側生組織で あると捉え ることがで き
るのであ る。顧客 と組織 の関係 に誘因の経済がそのまま適用で きるの は,誘 因
の経済が対象 としていた組織 と貢献者の加入を巡 る交渉 自体が,す でに側生組
織 の形態であ ったか らだ と言ってよいだろう。側生組織 と階層組織 とい う2類
型 の枠組みか ら主著 を改 めて省み るな らば,す で に側生組織か ら階層組織が形
成 されて くる とい う公式組織の形態 の発展論が述べ られていた ことを見いだせ
る。そ して.側 生組織一 階層組織 とい う段 階論 として捉えられていたか ら,主
著で は側生組織概念が見 いだされなか った とも考 えられるのであ る。
しか し,すべ ての側生組織がやがては階層組織へ と向か うもので はないであ
ろ う・繊 への誘引の取 捌 きにおいて1よ,そ こで交換 され るものが,誘 引 と.
参加 であるがゆえに,取 り引 きが成立 した時点で側生組織 は階層組織へ と移行
13)同上0142-143ぺ・一ジ。
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す る。 しか し,同 じ誘因の経済の対象であ る顧客 と組織 との交換か らは,顧 客
が組織へ加 入す ることは起 こりえない。顧客 と組織 はあ くまで も側生組織 とし
ての交換を反復 しうるのみであ る。組織への誘引の取 り引 きは,側 生組織の特
殊な形態 と,む しろ考 えるべ きであ り,階層組織 へ と移行 しない側生組織があ
りうること,こ の ことこそが 『組織 と管理』 において,バ ーナー ドが公式組織
を側生組織 と階層組織の2類 型に改めて分類 し直す契機になった と考えるべ き
だ。「世界 政府」 において側生組織 と階層組織が二つ の一般型 として示され,
その選択 とい う問題設定がなされていた こと,さ らには 「組織 の概念」で側生
組織 で行なわれ る協働であ る交換 を主著 に含めなか った との 自己批判を行な つ.
てい ることを考慮す る と,側 生組織 とい う概 念はあ くまで公式組織 の概念枠組
の中に新たな類型 として導 入された概念であ るとす るべ きだ。
もちろん,側 生組織 を新 たな概念 として位置づ けるためには,先 ほど指摘 し
u
た側生組織 には共通 目的がない とい う問題,定 義 と要素の間の歪み を何 らかの
形で解決 しなければならない。
バーナー ド自身は,側 生組織概念の導入 に当た って組織の定義 を変更す るよ
うな ことは行 なってい ない。組織 の定義か ら組織 に共通 目的が存在することを
自明の こととす る立場 を変 えてはい ない ようだ。 このこ とは,「組織の概念」
の冒頭部分で 「組織の質料 は個人的貢献活動,す なわ ち組織の 目的 に対 して貢
献 しようとす る活動で あ る」副 と述べてい ることか らも明 らかだ。 しか しなが
ら,組 織の概念 を敷衍 してい く過程 において,意 図せ ざる結果か もしれぬが,
定義 ・目的 との図式か ら彼 自身がはみ出 している部分が見いだせ るので ある。
それは,交 換 とい う関係 を組織で あると述べてい る部分だ。そ こで は次 のよう
に述べている。
組織 の 中の最 も単 純 な もの に は,A,B二 人 の間 の財 の 交換 が あ る。 … …,
多 くの場 合,交 換 は協働 で あ る とは考 え に くいで あ ろ う。 しか し,ち ょっ
14)0&M,PP.ll2-113.113-114ペ ー ジ
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と考 えて みれ ぼわ か るよ うに,両 当事 者 の行為 は相 互 に依 存 しあ って お り,
相互 連 関 的で あ るか ら,交 換 は,取 り引 きを成 立 させ る合 意 す なわ ち双
方 の行 為 の調整,に 基づ い て い るので あ る1%
さらに,交 換関係 と雇用関係 の比較を行な った部分 において
こういう人間関係 〔雇用 にみ られる持続 的安定 的な関係〕の有無 にもかか
わ らず,合 意 によって調整された活動は組織を構成す るのである151。
とも述べてい る。 これ らの記述 は,主 著での 「〔公式組織が〕 目的を もつ こと
が必要 なのは 自明 の ことであ り,.『システム』 『調整』 『協働』 とい う言葉の中
に含意 されている」171との立場か らは出て こない。それゆ え,こ れ らの記述か
ら,バ ーナー ドが組織の成立の条件 として,か な らず しも目的を必要 としない
こと,つ ま り,定義の 「行為の意識的な調整」 は目的だ けが可能にす るもので
はな く合意によって も可能であるこ とに気がついていると言 えるのではあるま
いか。「合意,す なわち双方 の行為の調 整」 と して,こ こで は合意 に よって調
整が行 なわれ ることを明言 しているのであ る。そ こには"目 的共有 なき行為の
調整は可能であ り,そ うした調整 によって成立する組織が側生組織である"と
い う公式組織 の新たな主張がは らまれているよ うに思われ る。
そこで我々は,組 織の成立 に共通 目的 は必ず しも必要 と しない とい うこと論
証 し,側 生組織 を公式組織の枠組み に整合的に組み込め ること.を示そ うと思 う。
バーナー ドの組織 の定義 と要素の関係 を再検討する ことで,合 意が定義 に拠 っ
て要素 と位置づ けられ ること,共 通 目的が無 くとも行為の調整が行 なわれるこ
とが可能であ るこ とを示そ う。端 的に言 えば,我 々の主張 は,公 式組織 の要素
に合意 という新たな要素 を追加 し,コ ミュニケー シ ョンが可能であ り,協 働意
欲があ るとき,日 的の共有または合意が成立すれば,公 式組織が形成 され る,'
15)の'4,P.116、117ペ ー ジ 強 調 は バ ー ナ ー ド
16)'わ 虹,p.117.118ペー ジ 〔 〕 は 引 用 者 補 足
17)品 ηfτfoπ∫.p.86.89ペー ジ
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とい う変更を加えよ うとい うものである。
この変 更が公式組織の理論の整合性 を保てるか どうかは,つ ま るところ,組
織 の定義 の 「意識的 な調整」 の実現 の問題であ ると言 ってよい。行為 の 「意識
的 な調整」 は目的がなければ実現 しない ものなのか?調 整の際に目的の果 た
す機能は,目 的に しか果たせ ない機能なのか?こ の点 を明 らか にすることに
よって,我 々が変化 と呼んだ ものが,単 なる揺 らぎなのか,理 論的な拡張なの
か を明 らか にで きるだろ う。 そのためには,主 著 の公式組織の理論を再検討 し
なければ ならない。
】V合 意による調整の実現
まず,組 織 の定 義 につ いて あ らた め て確認 してお く。 組織 とは 「意 識 的 に調
整 され た 人 間の活 動 や諸 力 の 体 系」 で あ る。 この定義 は2つ の レベ ルの規 定 が
接 合 され てい る こ とに注 意 しな けれ ば な ら ない 。つ ま り,「人 間 の活 動 や諸 力
の体 系 」 とい う行為 レベ ルで の規 定 と,「意 識 的 な調 整 」 が行 なわ れ る とい う
協働 シス テ ム レベ ルで の規 定 で あ る。行 為 そ の ものが 無媒 介 的 に調 整 され る こ
とは な い 。行為 が 行 為 に直接 に接 合す る こ とはあ りえな い。・か な らず 人 間の意
識 を媒 介 と して調 整 は行 なわ れ る。 つ ま り,組 織 の構 成要 素(component)と
して は 人 間は排 除 されて い る けれ ど も,組 織 そ の ものは人 間 を媒 介 せず には成
立 しない ので あ る。 それ ゆ え,組 織 の成立 及 び維 持 は,協 働 シス テ ム とい う媒
介 の状 況 に依 存 す る。組 織 を産 み 出 して い くよ うな協 働 シ ステ ムの条 件,こ れ
こそ が 組 織 の 要 素(element)であ る。 定 義 の 「意 識 的 な調 整」 は,element
を規 定 す る原 理 で あ る。 この よ うに,組 織 の定 義 に は,行 為 レベ ルのcompo・
nentの特 徴 の 規 定 と,協 働 シス テ ム レベ ル のelementの規 定原 理 とが述 べ られ
て い る ので あ る。
それ で は,純 粋 に行 為 レベ ルだ けで,componentの次 元 だ けで 組 織 を規 定
しよ う とす る と どの よ うな ものに な るのか 。意 識 的 に調 整 され た諸 行 為 とは,
どの よ うな諸 行為 なのか 。 これ につ い て は,バ ー ナー ド自身が 「組 織 の定 義」
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に お い て 次 の よ う に述 べ て い る 。
私が 『経営者 の役割』 を執筆する際 に到達 した組織 の概念 は,時 間的な連
続性を持つ活動及び相互作用の統合的集合体 とい う概念であった18)。
つま り,意識 に調整 された諸行為 とは,時 間的な連続性 を持つ諸行為で ある。
逆 に言えば,時 間的な連鎖 を形成す るように行為が調整 されれば,そ れが組織
に なるのであ る。 それ ゆえ,組 織 の要素elementと呼 ばれ る協 働 システム レ
ベ ルでの条件 は,相 互行為の時間的な連続性を確立す るように調整 を行 な うと
い うこ とである。 これが定義か ら導かれ る組織の要素の条件 になる。
相互行為の時間的な連続性 はいか にして確立されるのであ ろ うか。行為す る
意欲を持 った人間がいて,互 いに コ ミュニケーシ ョンが可能 な状況で あれぼ,
相互行為 は営 まれ るだろ う。 しか し,そ れが時間的 な連続性 を持つ 条件 は何だ
ろうか。相互行為 とは 「適応的行動 の意図 と意味 に対す る一連 の応答」 として
なされ るわけだか ら,そ れが時間的な連続性 を確立す る状況 とは,応 答が安定
的 に繰 り返される1二とである。 これは,行 為す る者 に とって,自 己の行為 と,
それ に対す る相手の反応的行為が,共 通 のコンテキス トに属 している もの と了
解で きる状況が続 く.とい うことであ る。端的 に言 えば.相 手 の反応 が納得で き
ているか ぎり応答 は続 けられ うる。
共通 目的は,共 通の コ ンテキス トの設定によって,相 互反応が連続的に応答
す ることを可能にす るのである。環境解釈の基準 としての 目的 は,特 定の個 人
的観点 に偏 っていない という点で一般的 と呼べ る観点か らの,第 三者 的な行為
の意味づ けを可能にす る。また,各 人に同 じ方向性 を持 った行為 の指 向性が付
与 される ことで,行 為の意図を第三者的 に解釈 し,行 為者 に帰属させ ることも
可 能 にな る。つ ま り,共 通 目的 とい う相 互行 為 には外 在 的 な観 点 を基 準 に・新
た な意 識 的 に規定 され た コ ンテ キス トを設 定 し,各 人 をそ の コ ンテ キ ス トに位
置 づ け直す こ とで 、互 い に了解 可 能 な状 況.互 い に納得 しあえ る土 台 を形 成 す
18)0&M,p.112.113ページ
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る。各人の欲欲求充足が同 じ一つの 目的の達成 に依存す ることによって,互 い
の主観性の差異 は,同 一 目的の手段 としての同質性 を基盤 に した相対 的な差異
性 に位置づ け直 され,そ れによらて調整が行なわれるのであ る。
しか しなが ら,注 意 しなければな らないのは,行 為 の応答が連鎖 をなすため
の最低 限の条件 は,個 々の行為者それぞれが納得する(主 観的に了解す る)と
いうことであ って,納 得 を支 えているコンテキス トが 同 じであ る必要は無い と
いうことである。た とえ同 じ状況 を全 く別 々に解釈 している もの同十 であって
も,互 いに相手の行為が納得 しうる限 り,相手の行為が予想 を裏切 ることが起
きないか ぎ り,相互行為 を続 けられる。この最低限の状況が こそ 自由な合意 が
確保す る調整であ る。 そこには目的の生み出す ような客観的 コンテキス トは成
立 しない。 しか し,各 人は 自己の欲求充足が相互行為 を通 じて可能であるとい
う主観的条件 のみで相互行為 を営 むので ある。行為 の相 手 を一種 の ブラ ック
ボ ックスとみな し,ブ ラックボ ックスが自己の予期 を裏切 るような結果 を返 さ
ないか ぎ りにおいて,応 答 し続 けてい るわ けであ る。合意 は確かに調整機能を
担い うるのである。
調整 をシステムが他 のシステムとつなが りを持つ ことであ ると捉 え直 した う
えで,目 的 と合意に関す る上の議論を整理 し直す と,二 つ は全 く異 なるメカニ
ズムになっていることがはっき りす る。共:通日的による調整 は,目 的を参照点
とした機 能的 ・動作的 に閉 じた システムを新 たに作 り,そ こへ個々のシステム
をサブシステムとして統合す る。個々のシステ ム同士 は,サ ブシステムである
かぎ りにおいて他の システムとのつなが りを保つ。それに対 して合意 は,シ ス
テム同士がつなが りはするが,個 々のシステムが システムとして自律 している
限 りにおいてこのつなが りが維持 され る。
以上の ことか ら.合 意 は行為 の調整 を行 ない うること,そ れゆえ 自由な合意
を組織 の要素 とす ることは,組 織 の定義 と矛盾す ることな く主張 しうると言 っ
てよい。合意は,目 的 とは異 なってい るが,組 織 の要素足 りうるのであ る。主
著段 階の組織の3要 素 をそのまま手付かず に後生大事 に しているか ぎ り,公式
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組織 の理論 の中 に側生 組 織 を一般 的類 型 として組 み 込 む こ とはで きない 。 それ
ゆ え,側 生 組織 と階層 組織 とい う2つ の公 式 組織 が,形 成段 階 の類 型で は な く,
一 般 的 な公 式 組 織 の類 型で あ る とす るため に は
,組 織 の 要素 に合 意 を加 わ え た
上で,組 織 の要 素 も2つ の系 に分 け るべ きな ので あ る。つ ま り,階 層組 織 の要
素 と して 〔コ ミュニ ケ ー シ ョン ・協働 意欲 ・共通 目的〕 とい う組 み 合 わせ が あ
り,側 生組 織 の要 素 と して 〔コ ミュニ ケー シ ョン ・協 働 意欲 ・合 意〕 とい う組
み合 わせが あ る,と い うこ とに な るべ きな のだ。 この よ うに,組 織 の要 素 も2
つ の系 に分 け る ことに よ って,側 生組織 を新 た な類型 と して公 式 組織 の理 論 の
中 に整 合 的 に組 み込 む こ とが可 能 にな るの で あ る。
V側 生組織の意義
最後に,側 生組織 とい う新 しい概念を導入す ることの意義 を確認 してお くこ
とにす る。 まず,組 織 と個人 との相互行為を捉え うる枠組 みが きちん と設定 さ
れることになる。顧 客 との関係,組 織への誘引の取 り引 きの ように,組 織人格
の行為者 と個人人格 の行為者が相互行為 を行 なう場面が側生組織 として位置づ
けられ るのであ る。
しか し,何 よ りも,公 式組織の理論 の枠 の中に 自律性 とい う新 しい観点が加
わ ることになるのが,最 大の意義で ある。 この点 につ いては,バ ーナー ド自身
が,『組織 と管理』 の序 文の中で 「世界政府」 につい ての コメン トして述べ て
いる次の言葉 に端的に要約 され てい る。
そ の過程 〔計 画化 の 問 題点 を指 摘 す る過程 〕 で私 は,組 織 の構 造 と作 用 の
両者 につ いて の新 しい素材 を提 示 し,自 発 的 な横 同士 の合 意 に よ って もた
らされ る公 式組 織 の 自 由な作 用 に よ る,社 会 的活 動 の 自律 的 組織 化(the
autonomicorganizationofsocialactivities)とい うア イデ ア を特 に展 開 し.
ま した19)。
19)'6π ♂,Preface,VII-V111.原著 序7[V11,〔 〕 は 引 用 者 補 足
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側生組織 と階層組織 の2類 型の導入によって,公 式組織 の枠組み の中に,適
応的柔軟性 と合 目的的安定性,自 律 と他律 とい う二項対立が導入され るのであ
る。 この二項対立の構図は,バ ーナー ドの思想を貫 く,自 由一決定論 とい う二
項対立図式の系譜につ ながることは明.らかであろ う。また,側 生組織 の自律性
とは,シ ステムへの参加者 にとっての自律性 であって,公 式組織 自体 に とって
の 自律性で はない ことに注意 しなければならない。側生組織 を自律 的 と論 じる
この立場 には,人 間個 人か ら出発 して組織を論 じてい くとい うバーナー ドの姿
勢が貫かれている。そ して,主 著 においては自律 一他律 の対立 は,個 人一組織
の対立 にな っていたわ けであ るが,側 生組織の導入によって,公 式組織 レベル
で の対立 として も論 じられ ることになったわ けであ る。 この ことは,自律一 他
律 のジ レンマ を解消す る道を公式組織の中に見いだ してい こうとす るバーナー
ドの姿勢 の現われであ るよ うに思われる。人間の持つ 自律性の ダイナ ミズムと
環境適応性 を組織 において活かす道を探 るこ と,こ れは主著 の最後 に道徳論 を
置 き,さ らには主著以降に責任優先説 を唱えていったバーナー ドの組織理論 の
深化 の方向にほか ならない2%側 生組織 とい う概念 もまた,こ の流れの中で,
公式組織 に自律性 を導入す るべ く見いだ された ものであ ると言え るのではあ る
まいか。
20)飯野春樹,バ ーナー ドとそ'の組織観の変遷,rバーナー ド組織論研究」,平成4年 を参照のこと。
なお,こ の中で飯野は側 生組織概念の導入について,「このことが主著 に修正を迫るというほ ど
のものではなかった」 としている点で我々とは立場を異にする。もっとも,「合意 とか 自由ない
し自由意志がいっそ う強調されたという点で,彼 〔バーナー ド〕の組織観の変遷プロセスにおけ
る重要 な一歩であった」 として,側生組織導入の意義は認めている。
